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～ 人的資本経営 と キャリア自律 を再考する ～
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パラダイムシフト ??
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例を 挙げれば …
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東京

ふだん見慣れた日本地図

（出所）富山県作成地図（逆転し傾斜）
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東京

（出所）富山県作成地図（斜めに傾斜）

ひっくり返してみると…
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東京

ふだん見慣れた日本地図

（出所）富山県作成地図（逆転し傾斜）
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雇用の世界 においては …



8

１．政府は「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画
2023改訂版 」を本年6月に閣議決定し、「キャリア権」（意欲、
能力、適性に応じて希望する仕事を準備、選択、展開し、職業生活をつう

じて幸福を追求する権利）に呼応する考え方を示した。

２．「働き手と企業の関係も、対等に『選び、選ばれる』関係へ
と変化する。一人ひとりが主役となって、キャリアは会社から与
えられるものから、一人ひとりが自らの意思でキャリアを築き上
げる時代へと、官民の連携の下、変えていく必要がある」

３．「希望する個人が、雇用形態、年齢、性別、障害の有無を問
わず、将来の労働市場の状況やその中での働き方の選択肢を把握
しながら、生涯を通じて自らの生き方・働き方を選択でき、自ら
の意思で、企業内での昇任・昇給や企業外への転職による処遇改
善、更にはスタートアップ等への労働移動機会の実現のために主
体的に学び、報われる社会を作っていく必要がある」

キャリアを重視、尊重する方向への流れ
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「失われた30年」は
パラダイムシフト の 転換期か？
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（これを加工してグラフ化）
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パラダイムシフト（パラダイムの転換）が 起きると
どのような 労働政策が 必要となるか？

これについて
新労働政策研究会は 調査研究 *

＊詳しくは 新労働政策研究会報告書「社会構造の変化とキャリア保障をめぐる課題」2023年 参照
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だが、人びと の 印象 は …
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(出所) 博報堂生活総合研究所「生活定点」調査から作図

1992年

2022年
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IMD（国際経営開発研究所：International Institute for 
Management Development）が作成する「世界競争力年鑑
（World Competitiveness Yearbook）」の2023年版によると…

1位 デンマーク
2位 アイルランド（1997年 10位）

3位 イギリス
4位 シンガポール

5位 オランダ

… …

35位  日 本 （1997年 17位）

（出所） World Competitiveness Yearbook, Wikipedia より抜粋  

https://en.wikipedia.org/wiki/World_Competitiveness_Yearbook



日本 の 人的資源の  国際評価 も 急下降！

世界人材ランキング：

1位 スイス … 12位 ドイツ 13位 カナダ
14位 アイルランド 15位 米国  …

42位 イタリア 43位 日本 etc.
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IMD World Talent Ranking 2023



*** アイルランドの人口は、503万人（2021年） ≒ 北海道、福岡県ほどの人口規模

生産性が こんなにも低く、しかも 相対的に 低下傾向ならば、
上げたくても賃金を上げられない ？

日本の通年勤務民間雇用の給与ギャップ（年収比較） 男性＝100 女性＝56 （2022年 国税庁）
アイルランドの給与ギャップ （時間給比較） 男性＝100 女性＝95 （2022年 歳入庁） 16



企業 と 仕事 への

信認低下！
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（出所）博報堂生活総合研究所「生活定点」調査結果から数値を加工しグラフ作成
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経産省作成資料から引用 経産省作成資料から引用 20



ほぼ 8割 は、能力開発計画 を持たない！

（出所）厚生労働省 令和４年度「能力開発基本調査」
21

＊能力開発計画＝労働者の職業能力の開発及び向上を段階的かつ体系的に行うために事業主が作成する計画
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課
題
？ 差異1位

差異2位
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大人に なったら なりたい もの （2022年）

（出所） 第一生命「大人になったらなりたいものアンケート」2023年３月発表から引用

会
社
員
・
公
務
員
で
４
割
！

会
社
員
・
公
務
員
が
４
人
に
１
人
！
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半数超
（56.5％）

42.7％



思い と 実態 の 乖離
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27
(出所) 博報堂生活総合研究所「生活定点」調査から作図

2022
2022年



全体の傾向：
 3人に２人はやってない

雇用形態による差異
（昇進昇格可能性など関連）

性別による差異
（女性は非正規が多い）

年代別による差異
（だんだん勉強しなくなる …

熟練度と加齢など関連）

28
（出所）厚生労働省 令和４年度「能力開発基本調査」
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（お金でなく、時間消費の対象 としても、同様）
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(出所) リクルートワークス研究所『なぜ人は自主的に学ばないのか  学びに向かわせない組織の考察』2023年、8頁の図表３を
 割合の高い順に並べ替えた（調査時点は2022年）
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★

★

★



課 題 は ？

閉塞感の打破 ＋ 希望の回復
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WILL優先

MUST優先
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比率 ２：１

比率 １：２
個人主導

会社主導

Type A

Type B



労働権
職業選択
の自由

教育・学習権

幸福追求権
個人としての尊重・平等

キャリア権の構造図

《意欲、能力、適性に応じて希望する仕事を準備、選択、展開し、
職業生活をつうじて幸福を追求する権利》

個人が キャリア展開 をしていく際の 《法的基盤》 となる権利概念（法的理念）

⇒ 憲法27条
22条

⇒   26条

⇒   13条
   14条

広義のキャリア権



【参考資料】
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